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若者の雇用をめぐる現状

就職の現状と就職活動4

若者の雇用状況

　厚生労働省が実施した「平成30年『若年者雇用実態

調査』の結果」によると、15歳～34歳の「若年労働者」

がいる事業所の割合は76.0％であり、「正社員の若年

労働者」がいる事業所は63.9％、「正社員以外の若年

労働者」がいる事業所は38.1％となっている。

　全労働者数に対する「若年労働者」の割合は27.3％

で、そのうち正社員は17.2％、正社員以外は10.2％で

ある。つまり、若年労働者の約6割は正社員、約4割が

正社員以外で働いていることになる（図1）。

　また、若年労働者の正社員割合が高い産業は、「情報

通信業」、「金融業、保険業」で、正社員以外の割合が高

いのは、「宿泊業、飲食サービス業」、「生活関連サービ

ス業、娯楽業」である（図2）。

新規学卒就職者の学歴構成の変化

　文部科学省「令和3年度 学校基本調査」によると、高

等学校（全日制・定時制）卒業後の就職者は15万9,126

人※（高校卒業者全体の15.7％）、大学卒業後の就職者は

43万2,790人※（大学卒業者全体の74.2％）となっており、

新規学卒就職者の主力は大学卒業者となっている。

　これは、1997～98年を境に大卒就職者数が高卒就

職者数を上回って以来の傾向だが、「大学全入時代」に

入り、さらに大卒就職者中心の雇用状況となっている。

※就職し、かつ進学した者を含む

採用選考活動時期の動向

　これまで、学生の就職・採用活動日程は、①日本経済

団体連合会による「採用選考に関する指針」の策定、②

就職問題懇談会＊による「申合せ」、③関係省庁（内閣官

房、文部科学省、厚生労働省、経済産業省）による経済団

体・業界団体等に対する遵守等の要請というプロセス

によって毎年度決定してきた。しかし、2018年10月、

日本経済団体連合会から、2020年度（2021年3月）以

降に卒業・修了予定の学生の就職・採用活動からは、「採

用選考に関する指針」を策定しない方針が示された。

　経団連の方針決定を受けて、就職問題懇談会座長は、

学生・企業の双方に大きな混乱が生じることを大学側

として強く危慎すること、2021年3月卒業予定者に

ついてはこれまでの日程を維持するよう求めること、

事態の打開に向けて政府による対応を期待することを

含めた声明を公表した。

　そのため、内閣官房を中心とする関係省庁連絡会議

を経て、これまでと同じ日程ルール（広報活動3月、採

用選考活動6月）の遵守等を要請した。22年、23年、

24年3月の卒業予定者についても、基本的に現行の

ルールが維持されている。

＊就職問題懇談会：大学等卒業予定者の就職活動のあり方につい
て検討・協議を行う、国公私立の大学、短期大学及び高等専門
学校関係団体で構成

新規学卒者の離職状況

　厚生労働省「新規学卒者の離職状況」（令和3年10月

発表）によると、平成30年3月新規学卒者の卒業後3年

以内の離職率は、高校36.9％（前年比2.6ポイント減）、

短大等41.4％（同1.6ポイント減）、大学31.2％（同1.6

ポイント減）（図4）。23年以降は横ばいで推移している。

　ただし、離職率は、事業所規模や産業によって異なる。

事業所規模別卒業後3年以内離職率は、例えば高卒の

場合1,000人以上の事業所は25.6％だが、5人未満の

事業所では61.9％である（図5）。産業別に見ると、高校、

大学ともに「宿泊業、飲食サービス業」の離職率が最も

高く、「生活関連サービス業、娯楽業」「教育、学習支援

業」が続いている（表1）。

＊「その他」は除く

高等学校 大　学

1 宿泊業、飲食サービス業 61.1％ 宿泊業、飲食サービス業 51.5％ 1

2 生活関連サービス業、娯楽業 56.9％ 生活関連サービス業、娯楽業 46.5％ 2

3 教育、学習支援業 50.1％ 教育、学習支援業 45.6％ 3

4 小売業 47.8％ 医療、福祉 38.6％ 4

5 医療、福祉 46.2％ 小売業 37.4％ 5

■表１　卒業後3年以内離職率が高い上位５産業
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■図１　全労働者に占める若年労働者
（15歳～34歳）の割合

■図2　産業、雇用形態別全労働者に占める若年労働者割合

図1・図2資料 ：
厚生労働省　令和元年
「平成30年『若年者雇用実態調査』の結果」
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■図4　平成30年3月新規学校卒業者の離職率
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表1・図4・図5資料：厚生労働省　職業安定局
令和3年「新規学卒者の離職状況（平成30年3月卒業者の状況）」

■図5　平成30年3月新規学卒者の事業所規模別
卒業3年後の離職率
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■図3　就職・採用活動開始時期

資料 ： 一般社団法人 日本経済団体連合会

［広報活動］
卒業・修了年度に入る直前の3月1日以降

［採用選考活動］
卒業・修了年度の6月1日以降

［採用内定日］
卒業・修了年度の10月1日以降

※1 広報活動：採用を目的とした情報を学生に対して発信する活動。採用のための実質的
な選考とならない活動。

※ 2 採用選考活動：採用のための実質的な選考を行う活動。採用のために参加が必須とな
る活動。

2017年3月 卒業・修了
予定者からの変更


